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銃砲刀剣類所持等取締法施行令の一部改正について

資金決済に関する法律施行令等の一部を改正する政令（令和２年政令第142号）が

公布され、これに伴い銃砲刀剣類所持等取締法施行令（昭和33年政令第33号。以下

「銃刀法施行令」という。）の一部が改正されることとなったところ、改正の内容

等は下記のとおりであるので、事務処理上遺憾のないようにされたい。

記

１ 改正の内容

銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年法律第６号。以下「銃刀法」という。）第

５条の２第２項第３号は、猟銃の所持の許可を受けようとする者の欠格事由とし

て、銃砲刀剣類等を使用して同項第２号に規定する罪以外の凶悪な罪で政令で定

めるもの（以下「対象犯罪」という。）に当たる違法な行為をして10年を経過し

ていないことを規定し、銃刀法施行令第12条第２項において対象犯罪が列挙され

ているところ、対象犯罪として、情報通信技術の進展に伴う金融取引の多様化に

対応するための資金決済に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第2

8号。以下「改正法」という。）による改正後の金融商品取引法（昭和23年法律第

25号。以下「金商法」という。）第197条第１項第６号（同法第185条の23第１項

に係る部分に限る。）に規定する罪が新たに対象犯罪として追加されるなどした。

（別添１：官報の写し。別添２：新旧対照条文）

２ 留意事項

(1) 施行期日

改正法施行の日（令和２年５月１日）から施行することとされた。

(2) 経過措置

施行の時において、改正後の銃刀法施行令第12条第２項（第11号（金商法第1

97条の２第13号（同法第158条に係る部分に限る。）に係る部分に限る。）に係

る部分に限る。）の規定により銃刀法第５条の２第２項第３号に掲げる者に該

当することとなる者に対する同法第11条第１項（第４号に係る部分に限る。）

の規定による許可の取消し又は同法第11条の３第１項（第３号に係る部分に限

る。）の規定による年少射撃資格の認定の取消しについては、なお従前の例に

よるとされた。
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